
津幡町特定建設工事共同企業体取扱要綱 

平成１９年３月２０日 

津幡町告示第３６号 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、津幡町が発注する建設工事に係る特定建設工事共同企業体に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「特定建設工事共同企業体」とは、大規模かつ技術的難易度の高い工

事の施工に際して、技術力等を結集することにより工事の安定的施行を確保するため、町が共

同施工を必要と認める工事ごとに結成する共同企業体をいう。 

 （対象工事の種類及び規模） 

第３条 特定建設工事共同企業体に発注することができる工事（以下「対象工事」という。）は、

次に掲げる工事であって、高度の技術を必要とする工事とする。 

 ⑴ 予定価格金額が２億円以上の土木工事 

 ⑵ 予定価格金額が２億円以上の建築工事 

 ⑶ 予定価格金額が１億５千万円以上の設備その他工事 

２ 前項各号に掲げる予定価格金額以下のものについても、町長が必要と認める場合は、特定建

設工事共同企業体に発注することができるものとする。 

 （構成員の要件） 

第４条 特定建設工事共同企業体の構成員は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 請負業者有資格者名簿（以下「有資格者名簿」という。）に登録され、かつ、対象工事の

発注工種に係る業種の格付が最上位等級の者。ただし、事業協同組合及び当該対象工事の

他の特定建設工事共同企業体の構成員は除く。 

 ⑵ 対象工事の発注工種に対応する許可業種について、許可を受けてから３年以上の営業実績

がある者 

 ⑶ 対象工事を構成する工事（一部の工種を含む。）について、元請として一定の実績を有し、

かつ、対象工事と同種の工事を施工した経験がある者 

 ⑷ 対象工事を施工し得る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を専任で配置できる者 

 

 



 （構成員数） 

第５条 特定建設工事共同企業体の構成員数は、２者とする。ただし、特に大規模かつ技術的難

易度の高い工事については、２者以上とすることができる。 

 （結成方法） 

第６条 特定建設工事共同企業体の結成方法は、自主結成とする。 

 （運営形態） 

第７条 特定建設工事共同企業体の運営形態は、各構成員が一体となって工事を施工する共同施

工方式でなければならないものとする。 

 （代表者） 

第８条 特定建設工事共同企業体の代表者（以下「代表者」という。）は、構成員のうち、最大

の施工能力を有する者でなければならないものとする。 

 （出資比率） 

第９条 代表者の出資比率は、構成員のうち、最大の出資比率でなければならない。 

２ 構成員のうち、最小の出資者の出資比率は、当該特定建設工事共同企業体の構成員数に応じ、

次の割合以上でなければならない。 

 ⑴ ２構成員の場合 １００分の３０ 

 ⑵ ３構成員の場合 １００分の２０ 

 （選考委員会） 

第１０条 町長は、対象工事を特定建設工事共同企業体に発注しようとするときは、次の事項に

ついてあらかじめ津幡町請負業者選考委員会（以下「選考委員会」という。）に審議を行わせ

るものとする。 

 ⑴ 特定建設工事共同企業体発注の適否 

 ⑵ 構成員数 

 ⑶ 代表者及び構成員の資格要件等 

 （契約方法） 

第１１条 町長は、特定建設工事共同企業体に発注する場合は、一般競争入札の方法により行う

ものとする。ただし、既に施工中の対象工事に関連し、かつ、当該対象工事を施工中の特定建

設工事共同企業体に新たに発注する必要があると認められる工事であって、随意契約によって

発注することが適切な工事（以下「関連工事」という。）については、随意契約の方法により

行うことができるものとする。 



 （公告） 

第１２条 町長は、特定建設工事共同企業体に発注するときは、あらかじめ次に掲げる事項を公

告するものとする。 

 ⑴ 特定建設工事共同企業体による発注である旨及び当該工事名 

 ⑵ 工事場所 

 ⑶ 工事概要 

 ⑷ 特定建設工事共同企業体入札参加資格確認申請書の受付期間及び受付場所 

 ⑸ 特定建設工事共同企業体の構成員の数、出資比率、代表者及び構成員の資格要件等 

 ⑹ その他町長が必要と認める事項 

 （入札参加資格確認申請等） 

第１３条 対象工事入札に参加を希望する特定建設工事共同企業体は、提出期限までに特定建設

工事共同企業体入札参加資格確認申請書（様式第１号）に協定書その他入札参加資格の審査に

必要な書類を添えて、町長に申請しなければならない。 

 （入札参加資格の決定及び通知等） 

第１４条 町長は、前条により申請のあった特定建設工事共同企業体の一般競争入札に係る資格

要件の確認にあたっては、選考委員会に諮り決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により、入札参加資格の有無を決定したときは、入札参加資格確認結果

通知書（様式第２号）により代表者に通知するものとする。 

３ 前項の審査により適格とされた者は、有資格者名簿に登録された者とみなすものとする。 

 （有効期間） 

第１５条 一の特定建設工事共同企業体が、入札の結果落札し契約を締結したとき（以下「契約

企業体」という。）は、他の特定建設工事共同企業体は解散するものとする。 

２ 町が契約を締結した特定建設工事共同企業体は、当該工事（当該工事内容の変更に伴う工事

及び関連工事を含む。以下同じ。）の完成後６月を経過した日までとする。ただし、当該有効

期間満了後であっても、当該工事につき瑕疵担保責任がある場合には、各構成員は、連帯して

その責を負うものとする。 

 （編成表の提出） 

第１６条 町長は、契約企業体の代表者をして、契約を締結した日から７日以内に特定建設工事

共同企業体編成表を提出させるものとする。 

 （共同施工の確保） 



第１７条 町長は、契約企業体から提出された協定書及び編成表等に基づき、構成員による共同

施工が行われているかどうか、随時調査を行うものとする。 

２ 前項の場合において、共同施工が行われていないと認められるときは、速やかに是正するよ

う指示をするものとする。 

３ 町長は、契約企業体が前項の指示に従わないときは、指名停止等必要な手続きを行うものと

する。 

 （特定建設工事共同企業体に対する行為） 

第１８条 特定建設工事共同企業体に対する行為は、当該特定建設工事共同企業体の代表者を相

手方とするものとする。 

 （雑則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 



様式第１号（第１３条関係） 

特定建設工事共同企業体入札参加資格確認申請書 

 

                      年   月   日 

  

 津幡町長        様 

 

            特定建設工事共同企業体の名称 

            （申請者又は代表者）住    所 

                      商号又は名称          印 

                      代 表者氏名 

                 （構成員）住    所 

                      商号又は名称          印 

                      代 表者氏名 

                 （構成員）住    所 

                      商号又は名称          印 

                      代 表者氏名 

 

下記の工事に係る入札参加資格の確認を申請します。 

なお、一般競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でな

いこと並びに申請書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１．公告年月日          年   月   日 

 

２．工 事 名      

 

３．工 事 場 所        

 

４．関 係 書 類     １ 協定書 

 ２ 同種・類似工事の施工実績調書 

 ３ 配置予定技術者調書 

 ４ その他必要な書類 

  



様式第２号（第１４条関係） 

 

入札参加資格確認結果通知書 
                                    文 書 番 号 

                                    年  月  日 

 

（申請者）          様 

 

                       津幡町長           印 

 

 

 先に申請のあった、               工事に係る入札参加資格確認結果を下記

のとおり通知します。 

 

                 記 

 

 

入札公告日 

 

         年    月    日 

   

  工 事 名 

 

   

 

 

 

入札参加資格の有無

 

 

     

         有  ・  無 

 

 

入札参加資格

がないと認め

た主な理由 

 

 

 

 

 

なお、入札参加資格がないと通知された者は、その理由について説明を求めることができます。

この説明を求める場合は、    年  月  日までに（津幡町役場総務部監理課入札契約

係）へその旨を記載した書面を提出してください。 

 

 


